別紙２
新計画策定に係る市民ニーズ調査等
業務委託に関する仕様書
１　仕様書について
　　本仕様書は、本市が業務を所管する「新計画策定に係る市民ニーズ調査等業務」（以下「委託業務」という。）について、その委託の範囲及び要件等を定めるものである。
　　なお、本仕様書において、本市を甲とし、受託者を乙とする。
２　委託業務に係る基本的な考え方及び留意事項等
　　以下の基本的な考え方を踏まえて、委託業務を遂行する。
（１）運営計画
　　　乙は、甲と協議し、委託業務を実施する前に運営方法及び日程について計画書を作成し、甲乙双方の認識や方針に齟齬がないよう配慮するとともに、その計画書を基本として委託業務を運営する。
（２）業務管理
　　　乙は、業務委託に係るモニタリングを行い、常に業務の実施状況を把握し、遺憾なく業務を遂行するため、十分な体制のもとで現実的な計画を立て、適宜、適切な措置を講じる。
　　　また、乙は、モニタリング結果とその結果に基づいて講じようとする措置について甲に報告するとともに、必要に応じて甲と協議して決定する。
（３）個人情報保護の徹底
　　　乙は、委託業務の遂行に当たり、地方公務員法第３４条の「守秘義務」規定及び「京都市個人情報保護条例」を理解し、個人情報（特定個人情報を含む。以下同じ。）の不適切な使用、紛失、流出等が、信用失墜につながる重大な行為であると認識すること。また、乙は、その認識のもと、個人情報の厳格な管理及び適切な運用のために必要な万全の体制を整備し、これを維持する。
（４）業務にかかる習熟と円滑な事務運営
　　　乙は、適切で丁寧な対応ができるよう、委託業務の習熟を実現するとともに、情報や認識を共有し、また、必要に応じて関係機関へ連絡、確認し、その経験や知識を共有するなどして対応の標準化を図るなど、組織的に委託業務にかかる品質の向上に努める。
（５）権利の帰属　
　　　本業務の実施により得た成果物は、甲に帰属する。

（６）再委託等の禁止
　　　乙は、甲の承認を得なければ、この契約に係る義務の履行を第三者に委託し、この契約に係る権利を第三者に譲渡し、又はこの契約に係る義務を第三者に承継させてはならない。
（７）業務遂行に係る甲への報告等
　　　委託業務の遂行に当たり、不適切な事務処理や事故及び業務遂行に際し遅延が生じた又は生じる見込みとなった場合、その他取扱いに疑義が生じた場合は、直ちに甲へ報告し、協議すること。
　　　また、前述の場合のほか、個人情報を保護することができなかったことに伴い生じた損害（第三者に及ぼした損害に含む。）については、すべて乙が責を負うこととする。場合によっては、甲は契約の一部不履行、粗雑履行として契約金額の減額、契約の解除の措置をとるとともに損害賠償を請求することがある。
（８）仕様書に記載のない事項
　　　本仕様書に記載のない細部事項は、甲と乙が協議のうえ定める。
　
３　契約期間

　　契約期間は、契約締結日から令和６年３月３１日までとする。
　　
４　委託業務の概要
　　乙が行う委託業務の概要は以下のとおりとする。
（１）目的
　　　本調査により、市民ニーズ等を把握し、新計画及び事業計画の基礎資料とすることを目的とする。

　　　調査の種類は以下のとおり
　　　　Ⅰ　子育て支援に関する市民ニーズ調査

　　　　Ⅱ　家族や家庭生活のあり方に関する意識調査

　　　　Ⅲ　ひとり親家庭に関する実態調査

　　　　Ⅳ　母子保健に関する意識調査

　　　　Ⅴ　青少年・若者の意識行動に関する調査

　　　　Ⅵ　放課後の過ごし方等に関する調査

　　　　　※　上記ⅠからⅥまでの各調査について、必要に応じて、施策を検討することを目的とした調査項目を盛り込む。

（２）推計児童数の算出

　　　事業計画では、特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用見込み、提供体制の確保の検討を行うに当たり、各小学校通学区域における推定児童数が必要であることから、以下の内容についてその推計の方法を提案するとともに、算出を行う。

　　・　年齢：０歳から１２歳まで

　　・　期間：令和７年度から令和１１年度までの各年度

　　・　単位：各小学校通学区域
（３）各調査の概要（案）
　　　回収方法は、郵送又はＷＥＢにより実施する。
なお、回収数は４００件を目標とする。
　　ア　調査対象及び調査方法について
　　　Ⅰ　子育て支援に関する市民ニーズ調査

　　　　【調査対象】

　　　　　・　市内在住の小学校入学前児童の保護者（１，０００件）

　　　　　・　市内在住の小学生の保護者（１，０００件）

　　　　【調査方法】

　　　　　住民基本台帳により対象者を無作為抽出して郵送

　　　Ⅱ　家族や家庭生活のあり方に関する意識調査
　　　　【調査対象】

　　　　　市内在住の１８歳から４９歳までの市民（５００件）
　　　　【調査方法】

　　　　　ＷＥＢモニター調査
　　　Ⅲ　ひとり親家庭に関する実態調査

　　　　【調査対象】

　　　　　・　市内在住の母子世帯（１，５００件）
　　　　　・　市内在住の父子世帯（５００件）

　　　　【調査方法】

　　　　　対象者を無作為抽出して郵送
※　対象者に対して、他の調査票を送付しないように注意すること。

　　　Ⅳ　母子保健に関する意識調査

　　　　【調査対象】

　　　　　乳幼児健康診査（４か月児、８か月児、１歳６か月児、３歳児）を受診した児童の保護者（１，１００件）

　　　　【調査方法】

　　　　　乳幼児健康診査のために来庁した保護者を無作為抽出して郵送
　　　Ⅴ　青少年・若者の意識行動に関する調査

　　　　【調査対象】

　　　　　市内在住の１３歳から３０歳までの青少年（３，１００件）
　　　　【調査方法】

　　　　　住民基本台帳により対象者を無作為抽出して郵送
　　　Ⅵ　放課後の過ごし方等に関する調査
　　　　【調査対象】

　　　　　・　市立小学校１年生、４年生、６年生の児童の保護者（各１，０００件）

　　　　　・　総合支援学校（小学部、中学部高等部）に通学する全ての児童の保護者
（約１，１００件）
　　　　　・　育成学級（小学部、中学部）に通学する全ての児童の保護者（約１，６００件）
　　　　【調査方法】

　　　　　各小学校：住民基本台帳により対象者を無作為抽出して郵送
総合支援学校・育成学級：学校を通じて対象者へ配布
　　イ　調査項目について
　　　・　別添資料１及び各調査の前回調査を参考に、経年変化を捕捉できる調査項目とすること。

　　　・　前回調査の調査項目を転用する場合であっても、現在の社会情勢等に見合った調査項目に修正するなどの工夫を行うこと。
（４）委託業務内容
　　　乙は、以下の業務を実施する。

　　ア　調査票の発送に係る業務等
　　　・　調査票の作成、印刷
　　　・　ＷＥＢモニター調査用データの作成

　　　・　調査対象者データの重複チェック（宛名データは甲が提供する）
・　送付用封筒の印刷
　　　　　　※表書きは「京都市の子ども・若者・家庭に関する実態調査」で統一すること。
　　　・　返信用封筒の印刷

　　　・　調査票等の封書詰め、発送
　　　・　調査票の回収作業
　　イ　各調査に関する問合せ対応

　　ウ　実態調査の取りまとめ作業及び集計等
　　　・　回収した調査票のデータ入力
　　　・　調査結果の単純集計
　　　・　調査結果の分析及び考察
　　　・　上記を踏まえた調査結果報告書の作成
　　エ　本市職員との打合せ等（適宜）

（４）納入成果物
	納品物（※１）
	納期（※２）

	ＷＥＢモニター調査運営計画書・調査票
	令和５年９月上旬

	運営計画書
	令和５年９月下旬

	調査に使用するもの（見本）
	調査票
	令和５年１０月中旬

	
	調査票を対象者に送付するための封筒
	令和５年１０月下旬

	
	返信用封筒
	

	ＷＥＢモニター調査票の集計及び分析、調査報告書の作成
	令和５年１０月下旬～１１月上旬

	調査結果の集計票及び回答の入力データ（速報値）
調査結果の概要（速報）
	令和５年１２月下旬

	調査結果の集計票及び回答の入力データ（最終版）
調査結果報告書の作成
	令和６年３月下旬


　※１　紙及び電子ファイル（メール又はＣＤ）で各１部提出すること。電子ファイルは、エクセル、ワード又はパワーポイントのいずれかの形式のファイルと、pdf形式のファイルの両方を提出すること。

　※２　納期は大体のものであり、別途指示する。また、状況により前後する可能性がある。
５　個人情報の保護
　　乙は、委託業務を遂行するに当たり、これに携わる者すべてに個人情報の保護を徹底する。

（１）保護すべき対象（秘密）
　　　個人の氏名、生年月日、性別、個人番号、住所、電話番号及び世帯構成等をはじめとする情報、個人や法人、行政庁の生活、活動に関することのうち、一般に知られておらず、他人に知られないことについて客観的に相当の利益を有すると認められるものを対象とする。
（２）保護すべき情報の取扱い

　　　乙は、個人情報保護の必要性と、保護できなかった場合のリスク等を十分に認識し、個人情報保護を徹底すること。
　　　本仕様書における個人情報に対する保護とは、保護して安全である状態に保つことをいい、よって、意図的、過失を問わず、乙による個人情報の漏えいのほか、滅失、棄損、改ざん、盗難等があってはならない。
　　　また、乙は、個人情報を委託業務以外の目的で使用すること、不適切な事務処理等により特定の個人に対して有利に委託業務を遂行すること及び書類やデータについて甲の承諾なしに複写又は複製してはならないほか、第三者への秘密情報の漏えいにつながる事務処理や管理をすることがあってはならない。
　　　なお、乙は、甲の個人情報保護条例、高度情報化推進のための情報システムの適正な利用等に関する規定及び情報セキュリティポリシー（京都市情報セキュリティ対策基準を含む。）を遵守することとする。
（３）守秘義務
　　　乙は、委託業務の遂行上知ることができた秘密を漏らすことがあってはならないほか、委託業務が完了した後又はこの契約が解除された後においても秘密を漏らしてはならない。
　　　なお、乙は委託業務開始に際し、委託業務に携わるすべての者の個人情報取扱いに係る秘密保護の徹底等を明記した自署と捺印がある誓約書を甲に提出しなければならない。
（４）事故等が発生した場合の取扱い
　　　乙は、委託業務遂行上、何らかの事故や不適切な事務処理等により、個人情報保護ができなかった又は保護できていない可能性が生じた場合、直ちに甲に報告し、必要に応じて甲の指示に従い対応するものとする。
　　　なお、この場合に生じた費用は、すべて乙が負担することとする。
　　　また、乙は、事実を明らかにした報告書を遅延なく甲に提出することとする。
６　スケジュール（案）
　　８月中旬～８月下旬　　　委託契約締結
　　９月上旬～１０月下旬　　調査票作成、送付
　　９月下旬～１０月初旬　　ＷＥＢモニター調査実施
　　１０月下旬～１１月上旬　ＷＥＢモニター調査票の集計及び分析、調査報告書の作成
　　１１月上旬～１１月下旬　調査実施
　　令和６年１月中　　　　　調査結果概要（速報）を作成
　　　　　　３月中　　　　　調査票の集計及び分析、調査報告書の作成
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